
 

 

茨木市業務委託に係るプロポーザル方式の実施に関する事務取扱要領 

 

 

（目的） 

第１ この要領は、茨木市（以下「市」という。）が発注する業務に関し、プロポー

ザル方式により受託候補者（以下「候補者」という。）を選定する場合の手続につ

いて、共通して順守すべき事項を定めることにより、プロポーザル方式による契約

の公正性、透明性及び客観性を確保し、もって契約事務の適正かつ円滑な運用を行

うことを目的とする。 

（定義等） 

第２ プロポーザル方式は、高度な知識、技術や創造性、構想力、ノウハウや応用力

が要求される業務等を対象とし、市が設定した事業効果及び行政水準の達成のため

に、複数の者から企画、技術等の提案を受け、その中から意欲及び実績、能力等を

有する事業者を候補者として選定する方式で、競争入札に適さないものの調達に当

たり採用する手法とする。 

２ プロポーザル方式の形式は、次に掲げるものとする。 

(1) 公募型 広く事業者の参加を募集し、当該募集に応じて申込みがあった者の

中から第４に規定する参加資格の要件を有する者により実施するプロポーザル

方式 

(2) 指名型 第４に規定する参加資格の要件を有する者の中から、参加させるこ

とが適当と認める者を指名し、実施するプロポーザル方式 

（対象業務） 

第３ プロポーザル方式によることができる業務は、実績、専門性、技術力、企画力、

創造性その他の価格以外の要素を含めて総合的に判断する必要性がある業務で、次

に掲げるものとする。 

(1) 行政計画等の調査、立案業務 

(2) 大規模かつ複雑な施工計画の立案、景観を重視した施設設計等の業務 

(3) システム開発等の業務 

(4) 催事、公演、イベント等の芸術性、創造性が求められる業務 

(5) 維持管理、運営等の業務 

(6) 前各号に掲げるもののほか、プロポーザル方式により実施することが適当で

あると認められる業務 

（参加資格） 

第４ プロポーザル方式に参加する資格を有する者は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

(1) 市の物品等、建設工事、測量、建設コンサルタントその他の入札参加資格審

査申請書を提出し、入札参加資格者名簿に登載されていること。 

ただし、業務の内容等から入札参加資格者名簿に登載されている者だけでは市

が設定した事業効果及び行政水準の達成が困難であると認められる場合には、入

札参加資格者名簿に登載されている者以外の者も含めて参加させることができる



 

 

ものとする。 

この場合において、入札参加資格者名簿に登載されている者以外の者も含めて

実施することができる形式は、公募型のみとし、第５に定める事前協議で承認を

得た上で、第７で定める茨木市プロポーザル方式事業者選定委員会又は第９で定

めるプロポーザル選定会議でその可否を決定するものとする。 

また、当該プロポーザル方式における事業者選定の結果、入札参加資格者名簿

に登載されている者以外の者が候補者となった場合は、プロポーザル方式を採用

しようとする業務の担当課（以下「担当課」という。）は、当該候補者に速やか

に入札参加資格審査申請書類を提出させ、入札参加資格の有無について審査する

ものとする。当該審査の結果、茨木市プロポーザル方式事業者選定委員会又はプ

ロポーザル選定会議で候補者として相応しくないと判断した場合は、候補者の資

格を取り消すことができるものとする。 

(2) 茨木市建設工事等請負業者指名停止要綱（平成21年４月１日実施）若しくは

茨木市物品等登録業者指名停止要綱（平成21年４月１日実施）に基づく指名停

止又は茨木市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成25年４月１日実施）に基づ

く指名除外期間でないこと。 

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当す

る者でないこと。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、必要な参加資格の要件は、業務の内容等に応じ

て別に定める。 

（事前協議） 

 第５ 担当課は、当該業務の候補者の選定に先立って、業務概要、プロポーザル方

式を採用する具体的な理由及び期待できる効果、第４に規定する参加資格の要件

（第４第１項第１号の規定により入札参加資格者名簿に登載されている者以外の者

も含めて参加させる場合は、その旨を記載）、選定方法等を明らかにした基本方針

兼事前協議書等を策定し、次の各号に掲げる予算額の区分に応じ、当該各号に定め

る協議者間で事前に協議する（以下「事前協議」という。）ものとする。 

(1) 予算額5,000万円以上 副市長、担当部長、企画財政部長、担当課長、契約検

査課長 

(2) 予算額1,000万円以上5,000万円未満 担当部長、企画財政部長、担当課長、

契約検査課長 

(3) 予算額1,000万円未満 担当課長、契約検査課長 

（茨木市業務委託業者選考会議における協議） 

第６ 指名型プロポーザル方式の実施に当たっては、茨木市業務委託業者選考要綱

（平成18年４月１日実施）第４に規定する区分に応じて、茨木市業務委託業者選考

会議の協議を経なければならない。 

(茨木市プロポーザル方式事業者選定委員会) 

第７ プロポーザル方式を採用しようとする業務の予算額が2,000万円以上の案件の

うち、第５の規定による事前協議において茨木市プロポーザル方式事業者選定委員

会（以下「事業者選定委員会」）による事業者選定が必要とされた場合、当該業務



 

 

の担当課は、茨木市プロポーザル方式事業者選定委員会規則（令和３年茨木市規則

第60号。以下「規則」という。）の規定に基づき、事業者選定委員会を開催しなけ

ればならない。 

２ 事業者選定委員会では、市が調達する業務等の目的及び事前協議での協議内容を

踏まえ、実施要項及び審査基準を確認・決定し、審査基準に基づき、提出された提

案やプレゼンテーション（以下「提案等」という。）の内容を公正に審査し、市が

調達する業務等の目的に最も合致した企画、技術能力等を有する候補者を選定する。 

なお、審査の結果、提案者全員の提案等が市の要求する水準を満たさない場合

は、その理由を明らかにした上で、候補者を選定しないことができる。 

３ 事業者選定委員会では、第４第１項第１号ただし書の規定により入札参加資格者

名簿に登載されている者以外の者をプロポーザル方式に参加させることの可否を決

定するものとする。 

（選定委員の選任等） 

第８ 規則の規定に基づき事業者選定委員会の委員（以下「選定委員」という。）を

選任する場合は、公正性及び客観性を考慮し、委員構成について、第５に定める事

前協議に付するものとする。 

２ 選定委員と提案者との間に利害関係が生じること及び提案者から委員への不正行

為を目的とする接触を防止するため、委員の氏名、役職名等（以下「委員名等」と

いう。）については事後公表とする。 

また、選定委員及び担当課は、契約締結完了時まで、提案者に委員名等が知ら

れないよう努めるものとする。 

３ 公正な事業者選定委員会の運営の為、次の各号に定めるところにより確認等を行

うものする。 

(1) 選定委員選任後の確認 

担当課は、選定委員と提案者の接触又は利害関係等の有無について、選定委

員からの聴取り等により確認するものとする。 

(2) 選定委員の審査関与制限等 

事業者選定委員会の審査に入り、選定委員から審査内容に関して利害関係が

ある旨の申し出があった場合は、当該審査に関与させないこととする。 

また、選定委員が故意に不正行為等を行った場合は、当該選定委員を解任す

る。 

(3) 選定委員の補充等の対応 

提案者又は選定委員の不正行為等により、選定委員の解任等を行った場合、

その後の事業者選定委員会の運営及び適正な審査の継続に支障をきたすと認め

られる場合においては、改めて選定委員の補充を行うことができるものとする。 

（プロポーザル選定会議）  

第９ プロポーザル方式による候補者の決定に当たっては、その決定過程等に公正性、

透明性及び客観性が求められることから、第７に定める場合を除き、担当課は次の

各号に定めるところによりプロポーザル選定会議（以下「選定会議」という。）を

設置し、開催しなければならない。 



 

 

(1) 選定会議の役割等 

第７及び第８の規定は、選定会議について準用する。 

(2) 選定会議の構成 

選定会議は、庁内の職員による委員（以下「選定会議の委員」という。）によ

り構成するものとする。 

なお、選定会議の委員の構成は、公正性確保の観点から、調達する業務の目的、

性質及び内容を踏まえたうえ、担当課の職員が半数を超えない範囲で選任するも

のとする。 

（実施要項の策定） 

第10 プロポーザル方式による候補者の選定の実施に当たっては、業務概要、参加資

格、候補者選定方法等の当該選定を実施する上で必要となる事項を定めた実施要項

を策定するものとする。 

（提案審査） 

第11 プロポーザル方式による提案者からの企画、提案の審査は、次の各号に定める

ところにより行うものとする。 

(1) 審査基準 

プロポーザル方式により調達する業務等の目的、性質及び内容、予算額等を踏

まえて、提案等の審査を行うための審査基準を設定し、当該審査基準には、審査

項目及び審査項目ごとの審査の視点及び内容を客観的に分かりやすく明記するも

のとする。 

(2) 審査基準の配点 

配点は、前号の規定により定めた審査基準の審査項目ごとに得点を配分するも

のとする。 

また、得点の配分に当たっては、提案者の提案等に加え、提案額（参考見積

額）についても一定の配分を行わなければならない。 

(3) 審査方法 

事業者選定委員会又は選定会議において、参加資格を有する者の提案等を審査

基準及び配点に基づき審査するものとする。 

当該審査を行う際には、審査基準に応じた書類審査に加え、提案者の意欲、理

解力及び提案内容を十分に把握するため、必要に応じてプレゼンテーションの機

会を設け、総合的に審査を行うものとする。 

当該プレゼンテーションは、原則として非公開で行うものとし、特別の理由が

あると認められるものについては公開で行うことができるものとする。 

(4) 採点方法 

採点は、事業者選定委員会又は選定会議の委員がそれぞれ行い、提案者の評価

点を算出するものとする。 

ただし、審査項目のうち、提案額（参考見積額）、従業員数等、各委員間の採

点に差異が生じない項目は、担当課において採点を行うことができるものとし、

採点結果は、詳細を示し全選定委員又は選定会議の委員の承認を得なければなら

ないものとする。 



 

 

(5) 候補者の決定 

事業者選定委員会又は選定会議の委員の審査の結果、評価点が最高点の者を候

補者とするものとする。 

ただし、最高点の者が複数ある場合は、提案額（参考見積額）の最も安価な提

案者を候補者とする。 

この場合において提案額（参考見積額）も同価の場合は、くじにより候補者を

決定するものとする。 

（情報提供） 

第12 プロポーザル方式による候補者決定における公正性及び透明性を高めるととも

に、説明責任を果たすため、候補者決定に影響を及ぼさない範囲で情報提供に努め

るものとする。 

（候補者決定後の契約締結） 

第13 担当課は、契約締結にあたり候補者と当該業務について協議を行うものとする。 

２ 前項の協議が整った場合は、当該業務の仕様書を作成し、その仕様書に基づく見

積書を徴取の上、随意契約の方法により契約を締結する。 

（その他） 

第14 緊急雇用創出基金事業を活用した職業訓練事務等の契約に当たってプロポーザ

ル方式により複数の候補者を選定する場合については、この要領を準用する。 

第15 この要領に定めるもののほか、プロポーザル方式の実施について必要な事項は、

別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は、平成27年６月１日から実施する。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要領は、平成30年３月20日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要領の規定は、この要領の実施日以後に事前協議を行う業務について適用し、

同日前に事前協議を行った業務については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらずこの要領の実施前に事前協議を行った業務のうち、当該

業務のプレゼンテーションを公開で行う特別な理由があると認められるものについ

ては、第５各号に定める当該業務の予算区分に応じた協議者間で協議し、公開で行

うことができるものとする。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要領は、令和４年１月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要領の規定は、この要領の実施日以後に事前協議を行う業務について適用し、

同日前に事前協議を行った業務については、なお従前の例による。 


